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国の機関や自治体などからの技術相談の対応状況 
 

１．はじめに 

 国総研では、国の機関や自治体等に対し、政策実

施・事業施行に関する様々な技術支援を実施してお

り、災害現場はもちろん、住宅・社会資本整備の現

場で発生した問題に対しての技術指導および専門家

の派遣を継続的に行っている。 

 技術相談にあたっては、国総研が担当する分野・

施設に関する相談をいつでも受け付けることができ

るように、国総研として相談窓口を設けている。 

 

２．技術相談窓口 

 住宅・社会資本整備に関わる技術者が日頃から感

じている疑問や悩みなどについても、問い合わせる

ことができるように、「国総研技術相談窓口」(図-

1)を平成26年12月に設置しており、国総研が担当す

るあらゆる分野・施設に関する相談事項をワンス

トップで受け付けている。 

 また、港湾・海岸・空港施設に関わる良好な維持

管理の実施を支援するため、国立研究開発法人港湾

空港技術研究所と連携して、「久里浜ＬＣＭ支援総

合窓口」(図-2)を開設し、施設の計画・施工・管理

を実施する地方整備局、自治体、民間事業者などか

らの港湾・海岸・空港施設の維持管理に関する技術

的な相談を受け付けている。  

 なお、昨年度はオンラインによる相談対応を行う

など、新型コロナウイルス感染拡大防止に留意しな

がら実施した。昨年度の分野別の技術相談件数は表

の通りである。 

表 分野別技術相談件数（令和2年度） 

分野 件数 

下水道 18 

河川 305 

土砂災害 80 

道路 180 

建築・住宅・都市 110 

沿岸海洋・防災 137 

港湾 254 

空港 151 

社会資本ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ等 84 

合計 1,319 

 

 

 

図-1 「国総研技術相談窓口」 

図-2 「久里浜ＬＣＭ支援総合窓口」 

港湾管理者
空港管理者
地方整備局
地方航空局
民間企業
国際協力 等

本省港湾局技術企画課
本省港湾局海岸･防災課
本省航空局空港安全・
保安対策課

〈国土技術政策総合研究所Ｇ〉

• 行政ニーズの把握･分析
• 現場データの把握･分析
• 基準化、研修･啓蒙･普及など支援の企画実行
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〈港湾空港技術研究所Ｇ〉

• 要素技術の開発研究
• 技術開発の中長期計画の立案
• 基準化、研修･啓蒙･普及など支援の実施協力

〈外部連携Ｇ〉

• 要素技術の開発研究等

構造研究チーム
[LCM統合ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ｺﾝｸﾘｰﾄ･鋼構造、事例DB]

耐波研究チーム [吸い出し]
空港舗装研究チーム [舗装体]
新技術研究開発領域 [計測技術]
材料研究チーム ［材料劣化］
地盤改良研究チーム [地盤改良]

港湾施工システム･保全研究室
[全体像分析、基準化、LCC評価ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ]

空港施設研究室 [舗装体]
沿岸防災研究室 [海岸保全施設全般]

港空研客員研究員 [ｺﾝｸﾘｰﾄ構造設計]

《久里浜ＬＣＭ支援総合窓口》

ワンストップ窓口 TEL.046-844-5030
国土技術政策総合研究所

港湾施工システム･保全研究室
Email:ysk.nil-lcm-center2@gxb.mlit.go.jp 
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